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平成１１年９月２１日付け報道発表資料で公表された「接続料算定の在り方についての意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。
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１　相互接続料金の低廉化と長期増分費用方式の導入の意義について

(1)相互接続料金の低廉化の必要性

・ＮＴＴ地域網の接続料は高額であり、ユーザー料金引き下げのネックとなっている

・現行の接続料金水準では、接続事業者が定額型割引サービスを提供することは不可能

・接続料の引き下げは、ユーザー負担の引き下げや定額制料金の提供等のインターネット時代への対応といった利用者利益の確保のために不可欠であり、国際競争力の強化や通信利用の機会増加により、結果としてＮＴＴ地域会社を始めとする通信事業者の収益にも良い影響を及ぼすことになる

(2)現行接続料金の問題点

・接続料金の費用内容（営業費等の控除）は接続会計の導入により前進

・現行料金は過去原価をベースとしており、ＮＴＴ地域会社の経営に左右される

・指定設備管理部門はその効率性の如何にかかわらず、要したコストの全額を接続料金等として回収することが可能であり、コスト削減のインセンティブが働きにくい構造となっている

・今回の長期増分費用モデルでは、設備投資および業務運営の一部について過去の経営実績に影響されないコストが算定されている

(3)平成１０年度接続会計の結果について

・指定設備管理部門が４，６６５億円の黒字、指定設備利用部門が２，３３６億円の赤字

・この結果は、反競争的な料金設定・経営の可能性を示している。
(4)長期増分費用方式導入の意義について

・長期増分費用方式は、競争環境下における接続料金の指標を示しており、現行接続料金の問題点および反競争的料金設定を解消する有効な手段である。

２．長期増分費用方式の導入方法について
(1)導入スケジュール

・長期増分費用方式は「適正な料金水準」を示している

・接続料金は直ちに長期増分費用モデルの水準に移行する必要がある

＜論点：ＮＴＴ地域会社の経営に与える影響＞

・５割接続料金が下がった場合でも、その影響はＮＴＴグループとして多くとも２０００億円と想定される。

・これは、ＮＴＴ連結電気通信収入の２．４％に止まり、効率化の推進・グループ力の発揮により十分達成可能
(2)適用範囲について

 ・ＮＴＴ地域網を利用する際のコストは発着信で同一である。現行ルールにおいても発信・着信の区別はない

・長期増分費用方式に基づく接続料金は、ＮＴＴ地域網に接続するすべての事業者に対し、発着信を問わず等しく適用されるべき
＜論点：米国でも州際通信には、長期増分費用方式が導入されていない＞

・米国においては州内・州際で規制機関が異なる

・歴史的にユニバーサルサービスコストの一部を長距離通話から回収しており、アクセスチャージ改革とユニバーサルサービス改革は表裏一体

・日本では、歴史的背景や制度環境がまったく異なり、対象事業者を区分する必要はない

・仮に対象事業者を区分を設けることは、「事業区分」を設定することと同義

・英国では、対象事業者を限定していない

＜論点：着信こそボトルネックであり、長期増分費用方式は着信通話のみに適用すべき＞

・発信においてもＮＴＴの独占が継続しており、ボトルネック性に差はない

・英国においては、発信着信を問わず長期増分費用方式が導入されている

・着信のみに導入を限定することは、市場競争の活性化・ユーザー料金の低廉化に寄与しない

３．き線点ＲＴコストの費用帰属について
 ・光ファイバ＋き線点ＲＴは、メタル加入者線の代替として設置されており、コスト帰属が異なることは不合理

・き線点ＲＴは明からにＮＴＳ（ﾉﾝﾄﾗﾋｯｸｾﾝｼﾃｨﾌﾞ）コストである

・き線点ＲＴコストは加入者線コストに帰属させるべき（長期増分費用モデルにおけるケースＢを採用すべき）

＜論点：ユーザー料金の値上げにつながるおそれ＞

・今回の長期増分費用モデルでは、施設設置負担金の圧縮記帳等の処理は行っていない

・施設設置負担金を料金に反映させた場合、モデル算定結果は現行料金よりも安価

・現状の設備は、今回のモデルほど多くのき線点ＲＴを設置しておらず、コスト帰属を変更した場合の影響は小さい

・ユーザー料金の届出制・プライスキャップ化と逆行

４．ＮＴＴトップダウンモデルの扱いについて
・ＮＴＴトップダウンモデルは、モデルプログラムや入力値が何ら公表されておらず、まったく精査がなされていない

・長期増分費用方式導入の参照モデルとしては、不適切

・参照モデルは、郵政省モデルであるべき

５．その他
(1)モデル継続的見直しについて
  ・長期増分費用モデルは、その性格上時間的経過とともに変化する

・毎年度のデータ更新および、２年に１回程度のロジックを含めた全体的見直しが必要
(2)付加機能使用料について
・今回の長期増分費用モデルでは、ＮＴＴ地域会社が付加機能使用料として回収しているコストが接続料金に含まれている

・ＮＴＴ地域会社がコストを二重取りすることがないように、コスト控除処理が行われるべき

(3)長期増分費用方式導入に関する議論の在り方について

  ・長期増分費用方式導入に関する議論は、引き続きオープンな形で行われるべきであり、電気通信審議会の答申案や関係法令等の改正案についてパブリックコメントを聴取すべき

１．相互接続料金の低廉化と長期増分費用方式の導入の意義について
(1)相互接続料金の低廉化の必要性
接続料金の引き下げは、ユーザー負担の引き下げや社会の重要なインフラとなるべきインターネットの活発な利用を促し、社会経済の発展に大きな貢献をするために不可欠であり、日本の国際競争力の強化や通信利用の機会増加により結果としてＮＴＴ地域会社を始めとする通信事業者の収益にも良い影響を及ぼすことになると考えます

  ＮＴＴ地域会社の接続料金は接続各社には大きな負担となっております。弊社でもユーザ料金収入（電話）の約４割を占めており、ユーザー料金の引き下げを行う上でのネックとなっております。
  また、インターネット普及には、世界的に高水準といわれる接続料（ダイヤルアップ通話料）の低廉化が必須の条件となりますが、ＮＴＴ地域網の高い接続料金（特にＩＳＤＮ）により、定額型割引サービス等の提供が困難な状況となっております。現在、ＮＴＴ地域会社がＩＳＤＮ回線について定額制料金を提供しておりますが、下記のとおり接続事業者ではその提供が不可能となっております。
プラン名
ｉ・アイプラン１２００
ｉ・アイプラン３０００

最低通信料
１，２００円（／月・回線）
３，０００円（／月・回線）

最低通信料で利用可能な時間
１５時間
３７．５時間

接続事業者が提供した場合のＮＴＴ地域網の接続料金（両端）
約５，６００円
約１４，０００円

※（最低通信料で利用可能な時間）×ＧＣ接続料（市内交換＋ＩＳＭ時間対応秒課金）×２（発着）として算出。回数対応単金は算定せず。
  この状況ではＮＴＴ地域網に接続する事業者が定額制を始めとする多様な料金設定を行う事は不可能であり、接続料金の低廉化は公正競争条件確保の観点からも必須であると考えております。
  弊社としては、接続料金の引き下げは、ユーザー負担の引き下げやインターネット時代への対応といった利用者利益の確保のために不可欠であり、国際競争力の確保にもつながるものと考えます。
(2)現行の接続料金の問題点
  現行接続料金は、過去原価をベースとしていることから、ＮＴＴ地域会社の設備投資や業務運営等の効率性に左右される結果となっている。

  日本の接続料金の水準は、欧米からの指摘があるように、相当高い水準に止まっております（長期増分費用モデル案に対する米国政府等の意見参照）。接続料金に連動する結果として、ユーザー料金もも高い水準となっております。
  接続料金の費用内容（営業費の控除等）については、接続会計の導入により前進しましたが、現行料金は過去原価をベースとしており、ＮＴＴ地域会社の経営実績の影響を受ける結果となっております。指定設備管理部門はその効率性の如何にかかわらず、要したコストの全額を接続料金等として回収することが可能であり、コスト削減のインセンティブが働きにくい構造となっております。これが、今回の長期増分費用モデルと現行料金との差の一因であると理解しております。

したがって、弊社としては、独占事業者の経営に左右されない接続料金が必要であると考えます。  今回の長期増分費用モデルでは、設備投資および業務運営の一部について過去の経営実績に影響されないコストが算定されており、この結果を接続料金に反映させることが必要であると考えております。
(3)平成１０年度接続会計の結果について
  平成１０年度ＮＴＴ接続会計結果は、反競争的な料金設定・経営の可能性を示している。

  平成１０年度接続会計報告書では、指定電気通信設備管理部門が４,６６５億円の黒字、指定電気通信利用部門が２，３３６億円の赤字という結果が報告されております。この結果からみると、高水準の接続料金から生み出される管理部門の利益をもって、利用部門における料金設定を行うという、反競争的な行為がなされている可能性が高いと考えられます。
《平成１０年度ＮＴＴ接続会計報告より》
指定設備管理部門                             （単位：億円）
営業収益
３３，７６０

     うち他事業者からのｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ収入
５，１９５

     うち利用部門からのｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ収入
２７，６２１

     うち接続装置使用料等
９４３

営業費用
２９，０９５

営業利益
４，６６５

指定設備利用部門                             （単位：億円）
営業収益
５１，５１４

営業費用
５３，８５１

営業利益
▲２，３３６

(4)長期増分費用方式導入の意義について
  長期増分費用方式は、競争環境下における接続料金の指標を示しており、上記(2)現行料金の問題点および(3)に示した反競争的料金設定を解消する有効な手段である。

 長期増分費用方式は、「効率的な事業者のコスト」を算定するものであり、(2)に指摘した独占事業者の経営実績の影響を排除したものとなっております。長期増分費用方式によって示される料金水準は、競争環境下における価格の指標であり、独占事業者の経営に左右されない「適正な」料金であると考えております。
＜参考；「長期増分費用モデル案」に対する弊社意見書（平成１１年８月２６日）＞
 長期増分費用モデル、特にボトムアップモデルを作成する意義について、当社は以下のように考えております。
・仮に十分な競争が行われることを想定すると、既存事業者の経営に非効率性がある場合には、最新の設備を効率的に運営する事業者が参入し、接続料金はその事業者の設定可能な（既存事業者の価格より低い）価格に収斂していくと考えられる。
・実際の相互接続料金に関しては、競争が進展しておらず、ボトルネック性が継続している。
・長期増分費用モデルは、効率的な事業者のコストをモデルとして算出し、競争環境下での価格の指標を与えるものである。
２．長期増分費用方式の導入方法について
(1)導入スケジュール

  長期増分費用方式を用いた接続料金を直ちに導入すべきと考えます。

  １で述べたように、長期増分費用方式は「適正な料金水準」を示しており、接続料金は直ちに長期増分費用モデルの水準に移行する必要があると考えます。
＜論点＞
「長期増分費用方式により接続料金を算定した場合、ＮＴＴ地域会社の経営に重要な影響を与え、ユニバーサルサービスの確保に支障が生じる可能性がある」
↓
  長期増分費用方式の算定結果と現行のＮＴＴコストとの差は、ＮＴＴの経営努力により十分吸収でき、また、そうすべきものと考えております。したがって弊社としては、効率化を無視し現状のコストとの差異をそのまま許容することには反対致します。
  また、平成１０年度接続会計においては、他事業者からのアクセスチャージ収入は５，１９５億円となっておりますが、これにはＮＴＴドコモグループ各社の連結決算対象会社が含まれております。したがって、約５割接続料金が下がった場合でも、その影響はＮＴＴグループとして多くとも２０００億円と想定されます。仮に影響額を２０００億円とした場合でも、ＮＴＴ連結電気通信事業収入の２．４％に止まり、ＮＴＴグループの経営に決定的な打撃を与えるものではなく、効率化の推進やグループ力の発揮により十分吸収可能と理解しております。
《平成１０年度有価証券報告書より》

内容
収入
接続料金減収の影響

ＮＴＴ連結電気通信事業
８３，６０９億円
２．４％

※接続料金減収の影響は２０００億円とした

 (2)適用範囲について

  長期増分費用方式に基づく接続料金は、ＮＴＴ地域網に接続するすべての事業者に対し、発着信を問わず等しく適用されるべきと考えます。

  ＮＴＴ地域網を利用する際のコストは発着信で同一であり、現行ルールにおいても発信・着信の区別を行っておりません。したがって、長期増分費用方式に基づく接続料金については、対象事業者・対象通話を限定すべきではないと考えております。
＜論点１＞
「米国では、州際通信に適用されるアクセスチャージには長期増分費用方式が導入されていない」
↓
  米国での長期増分費用方式導入状況は、現時点において州内・州際において異なっております。しかしながら、その違いは以下の理由によるものであると理解しております。
①州内通信と州際通信で規制機関（州公益事業委員会／ＦＣＣ）が異なること
②歴史的にユニバーサルサービスコストがアクセスチャージに含まれていた経緯があり、アクセスチャージ改革はユニバーサルサービス改革と表裏一体。
  日本においては上記の歴史的背景や制度環境がまったく異なっており、対象事業者を区分する必要はないと考えます。また、仮に適用範囲を設けた場合、「事業区分」を設定することと同義となりますが、長距離を主体とする会社においても地域サービス等を提供する等、「事業区分」の領域を明確に設定することは困難になっております。したがって、対象事業者を限定することは、政策面・運用面ともに不適切であると理解します。
  さらに、長期増分費用方式を導入している英国においては、このような限定はなされておりません。
＜論点２＞
「着信こそボトルネックであり、長期増分費用は着信通話にのみ適用されるべき」
↓
  米国において上記の政策が採られていることは事実であるが、これは、発信については市場の競争により低廉化することを期待した政策的措置と理解しております。また、その競争を有効にするために、ＬＲＩＣベースのＵＮＥ（アンバンドルネットワーク要素）の購入という制度的担保がなされております。しかしながら、日本においては発信においてもＮＴＴの独占が継続しており、ボトルネック性に差はなく、バイパスを可能とするような手段が担保されているわけではありません。
  英国においては、発着信を問わず長期増分費用方式が導入されております（発信―着信の料金差は、緊急通報やオペレーターサービスのコスト）。さらに米国においても、ＰＩＣＣ※など加入者回線コストの負担を控除して考えると発信着信の差は、ほとんど存在しないと理解しております。
  したがって、着信のみに導入を限定することは、市場競争の活性化・料金の低廉化に寄与しないと考えます。
※ＰＩＣＣ：Primary Interexchange Carrier Charge

             優先接続した長距離事業者に課される加入者回線のコストの負担
３．き線点ＲＴコストの費用帰属について
  長期増分費用モデルはケースＢ（き線点ＲＴコストを加入者回線に帰属させる）を採用すべきと考えます。

  弊社は、下記の理由により、き線点ＲＴコストは加入者線コストに帰属させるべきであると考えます。
①メタル加入者線の代替として光ファイバ＋き線点ＲＴが設置されている。伝送媒体の違いによりコストの帰属が異なることは不合理である。
②き線点ＲＴは集線等の機能を有しておらず、明らかにＮＴＳ（ﾉﾝﾄﾗﾋｯｸｾﾝｼﾃｨﾌﾞ）コストである。
③コストはその発生要因に従い帰属させるべきであり、き線点ＲＴは加入者回線数によって設備量が決定される。
＜論点＞
「き線点ＲＴコストの帰属を変更した場合、ユーザー料金の値上げにつながるおそれがある」
↓
  今回の長期増分費用モデルでは、施設設置負担金による圧縮記帳等の処理を行っておらず、コストが本来の会計よりも高く見積もられております。仮に、施設設置負担金の有無による料金差がＮＴＴユーザ－料金と同一であるとするならば、下表のように長期増分費用モデルの結果は、現状の料金よりも安価なものとなっております。また、モデル計算ロジックにおいては、コスト比較により加入者回線を選択（光ファイバー＋き線点ＲＴまたはメタルケーブル）しているため、トータルコストは低下しております。したがって、今回のモデル算定結果を基に基本料の値上げを行う必要はないものと理解します。
《ＮＴＴ―ＩＳＤＮ基本料金》
区分
負担金あり
負担金なし
差額

事務用
３６３０円
４２７０円
６４０円

住宅用
２８３０円
３４７０円
６４０円

施設設置負担金の有無により、月額基本料には６４０円の差がある。
《長期増分費用モデルの結果（端末回線（ＰＨＳ用））》

ケースＡ
（現行の帰属）
ケースＢ
（き線点ＲＴを加入者回線に帰属）
現行接続料
（負担金あり）

コスト
１，４０１円
（▲１４．１％）
１，７４２円
（６．８％）
１，６３１円

負担金分（６４０円）を控除
約８００円
（▲約５０％）
約１，１００円
（▲約３０％）
―

（下段は現行料金との対比）
また、長期増分モデルにおいては、加入者回線の約５０％がき線点ＲＴを経由することとなっておりますが、現在の設備では、それほどき線点ＲＴが多くないと想定されます。従って、き線点ＲＴコストの帰属を変更した場合における現実の影響は、モデルでの結果より小さいものと理解しておりますし、逆にき線点ＲＴの設置が進んでいれば、ＮＴＴ地域会社は基本料部分で過剰な利益を享受していることとなります。いずれにしてもＮＴＴ地域会社が、基本料金に与える影響を主張されるのであれば、定量的な議論がなされるべきと考えております。
更に、ユーザー料金が届出制、ＮＴＴ地域会社にあってもプライスキャップ制が導入されようとしている、つまり、ユーザー料金はコストに基づいた設定から市場における競争に委ねる状況に変わろうとしている中において、先の報告書にこれと逆行する記述がなされたことは、政策的に統一性のないものであると考えます。
４．ＮＴＴトップダウンモデルの扱いについて
  ＮＴＴトップダウンモデルは、まったく精査がなされていないことから、今回の長期増分費用方式導入における参照モデルとすべきではないと考えます。

  ＮＴＴのトップダウンモデルについては、８月に公表され、一度説明会が行われたのみであり、その内容について関係事業者を含めた精査がなされてはおりません。したがって、弊社が「長期増分費用モデル案」に対する再意見書（平成１１年９月６日）において指摘した事項について、何ら解決されていないことから、今回の長期増分費用方式導入における参照モデルとしては不適切であると考えます。
したがって、長期増分費用方式の参照モデルは、郵政省モデルであるべきと考えます。
＜参考；長期増分費用モデル案」に対する再意見書（平成１１年９月６日）＞
(1)トップダウンモデルの取り扱い
　ＮＴＴ殿がトップダウンモデルを接続料金算定の基礎モデルとして主張するのであれば、国際ワークショップや今回の意見招請等を行ってきた郵政省モデルと同等かつ透明性のある説明・検証・議論を行う必要があると考えております。また、英国におけるトップダウンモデルは約２年間の検討を踏まえて開発されたものと伺っております。
　したがって、現段階では、その検証等は不充分であると言わざるを得ず、郵政省モデルと同等に扱うべきではないと考えております。
(2)モデルの開示
　ＮＴＴ殿のトップダウンモデルは、算定方法の概要及び最終算定結果の一部のみを公表しており、算定内容の妥当性を精査することができません。ＳＰＲ社の報告書が添付されておりますが、そこに記載された情報だけでは妥当性を判断することはできないことから、モデルのプログラム及び入力値等を開示する必要があると考えます。
(3)ＮＴＴ殿トップダウンモデルの問題点
ａ．最新同等設備への評価替（ＭＥＡ）
　ＭＥＡを適用し、最新の設備に更新された設備は、アナログ交換機・アナログ伝送装置・中継回線のメタルケーブルのみと記載されております（ＳＰＲ社報告書p.7）。しかしながら、ＮＴＴ殿が平成９年１２月１７日をもってネットワークのデジタル化の完了を発表している（平成９年１０月３０日付け報道発表資料）ことから考え、現状のネットワークにおいてもこれらの設備は除却されているものと理解しております。平成１１年９月１日に開かれましたＮＴＴ殿の説明会では、「約６％の設備についてがＭＥＡの対象となった」旨の発言がありましたが、上記の実態から考え、モデルの信憑性を疑うものであります。
ｂ．効率性への配慮
前述した説明会において、「約９割の設備が、現行の設備を前提に取得額の評価替をおこなった」旨の説明がありました。したがって、設備投資における効率化は反映されておらす、設備量をドライバとした保守費用等についても効率化が図られていない結果となっていると想定されます。単位投資額にＮＴＴ殿の実績が用いられているため、このトップダウンモデルは、現在のＮＴＴ殿のコストを証明する以外の意味は持たないものと考えます。
５．その他
(1)モデル継続的見直しについて
  長期増分費用モデルは、毎年度のデータ更新および、２年に１回程度のロジックを含めた全体的見直しが必要であると考えます。

   長期増分費用方式は、「現在と同じ加入者数規模とトラヒックに対する処理能力を備えたネットワークを現時点での利用可能な最も低廉で最も効率的な設備技術で新たに構築した場合の費用額（フォワード・ルッキング・コスト）に基づいて計算する方式」と定義されており、必然的にモデルに採用される技術、設備投資単価、運用経費等は、時間的経過とともに変化していくものであります。したがって、適宜、モデルの見直しを行うことが必要であると考えます。弊社としては、トラヒック等のモデル入力値を毎年度、ロジックを含めた全体的見直しを２年に１回程度行うことが適切であると考えております。
(2)付加機能使用料について
  ＮＴＴ地域会社が付加機能使用料として回収しているコストは、長期増分費用方式に基づく接続料金から控除されるべきと考えます。

 今回の長期増分費用モデルでは、プッシュホン等ＮＴＴ地域会社が付加機能料としてコスト回収している機能が盛り込まれており、そのコストは接続料金単価に含まれる結果となっております。現行の接続料金算定においては、収入＝コストとして接続料原価からの控除が行われております。長期増分費用方式に基づく接続料金の算定においても、ＮＴＴ地域会社がコストをユーザーと接続事業者から二重に回収することのないように、同様のコスト控除処理を行う必要があると考えます。
(3)長期増分費用方式導入に関する議論の在り方について

  長期増分費用方式導入に関する議論は、引き続きオープンな形で行われるべきであり、電気通信審議会の答申案や関係法令等の改正案のパブリックコメントを聴取することを強く要望いたします。

  長期増分費用方式の導入は、電気通信産業全体に重要な影響を与える問題であり、国内外を問わず高い関心が寄せられております。その議論は可能な限り開かれたものにすべきと考えます。具体的には、電気通信審議会の答申案および郵政省にて作成される関係法令の改正案等についてパブリックコメントの聴取を行うことは当然のことであると理解しております。

別  紙








